





















弁　 納　 才　 一
中華民国前期冀東地区豊潤県
３　ヶ 村における農村経済
－４６－
ると，東鴻鴨泊・米廠村・焦家庄の順番に近いことから，商品経済もこの順
番で展開していたと推測することができる。
なお，本稿では，主に煩雑さを避けるために，原則として文献資料からの
引用部分も含めて常用漢字と算用数字を用いることにした。
Ⅰ．東鴻鴨泊
敢　概況
本村では，６５戸（総戸数の７３.０３％）の農家のうち，自作農は２５戸（農家戸数
の３８.４％）で，１戸当たりの家族の人数と家族内の大人の人数が１１.１人と７.６
人だったことから，分家（均分相続）していない農家が多いと言える。また，
農家１戸当たりの経営面積は１７.５畝だったが，農家１人当たりの経営面積が
１.５畝と非常に狭小だったことから７），実質的に零細農化がかなり進行してい
たと言える。なお，本村の小作地率は１９.１％だった８）。
また，「耕作労力の内容は自家労力が多く長工労力１５人，家族労力１１８人」
で，「農繁期には短工が他村より３０人乃至４０人入り」，本村からの出稼者は少
なく９），しかも，上述の如く，零細農化がかなり進行していたことなども勘
案すると，本村では脱農化も一定程度進行し，農業労働力が不足していたと
言える。そして，石家荘地区農村で見たように１０），周辺農村から短工などの
農業労働力が流入する農村は，その周辺農村より経済的に発展していると言
える。
さらに，高粱と玉蜀黍を常食とする本「村の経済状態は主として棉花及蔬菜
の収入によりて決せられ」，１９３５年には「不作なりし為め農民は食糧の購入に
も困」ったことから１１），自給用穀物の生産を犠牲にして商品作物の棉花や蔬
菜を生産する農家が多かったことがわかる。
柑　統計資料による分析
東鴻鴨泊に関する調査報告書には，経営面積・所有面積・家族の人数・各
農作物の作付面積・家畜の所有数などの他に，家族内の大人の人数が記載さ
れているが，出稼ぎや副業などについては全く不明で，農村経済の状況を総
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合的に理解するのは難しい。
　表１−１を見てみると，東鴻鴨泊では，２４戸（総戸数の２６.９％）の非農家の
うち，村外で商業に従事する１４戸（非農家の５８.３％）がこれに次ぐ雇農（農業
労働者）の９戸を上回り，脱農化が一定程度進行しており，かりに雇農を脱
農化していないものと見なしても，脱農化率は１６.８％に達していた。また，
非農家１戸当たりの家族の人数（１０人）と家族内の大人の人数（６.６人）は，本村
の平均人数（１１.１人，７.６人）や雇農のそれ（１１.２人，７.２人）を下回っているが，
村外への商業従事者（「出外為商」）の平均（８.４人，６.１人）を上回っていた。さ
らに，９戸の雇農のうち，調査番号２８と２９の２戸はそれぞれ鶏や鴨を飼育し
ている上に，家族の人数（１８人，１０人）と家族内の大人の人数（１４人，９人）が
本村の平均人数（１１.１人と７.６人）をともに上回っている。
そもそも，雇農の調査番号２８は棉花を２畝作付けている（自作地か小作地か
は不明）にもかかわらず，これを統計上で非農家に分類している点については
疑問が残るが，非農家から雇農を除いた脱農化率（１６.８％）という点数では全
く問題にはなっていない。
　表１−２を見てみると，経営面積５０.１畝以上層３戸のうち，６人もの長工
を雇用し，３２０畝の土地を所有し，２４０畝（所有地の７５％）を小作地に出す地主
を兼ねる調査番号７５を除く，その他の２戸は自作農だが，それぞれ４人と２
人の長工を雇用していることから，この３戸は富農経営を行っていたと考え
られる。しかも，この３戸の１戸当たりの家族の人数（１４.３人）と家族内の大
人の人数（１０人）は同村の平均（１１.１人と７.６人）を上回り，その大部分が分家
表１−１．豊潤県東鴻鴨泊における非農家２４戸の状況
家族人数（大人数）調査番号
１４（１１），５（３），６（２），２３（１７），１８（１０），
１４（９），４（２），７（５），１０（６）
４，５，２２，２５，２８（鶏４羽・鴨２羽，
棉花２畝），２９（鶏６羽），３１，４８，８８
農業労働
（雇農）
１０（８），１０（７），１５（１１），１２（７），８（４），５（４），
６（５），６（３），３（２），１０（１０），１３（８），９（８），
６（６），５（３）
７，８，９，１０，１１，１７，１８，１９，２０，
２１，２３，２６，４４，４５
｢出外為商｣
２３（９）１３教　　員
典拠）冀東地区農村実態調査班『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告書』冀東地区農村実
態調査報告第一部下（１９３６年）１３２〜１４７頁より作成。なお，他の統計資料との統一をは
かるため，本資料中の農家番号を調査番号に変更した（以下，同様）。
－４８－
（均分相続）していないと考えられる。また，１戸が１頭の馬を所有し，牛や
驢馬を所有する農家は１戸もいないが，この３戸は騾馬を１頭ずつ所有して
いた上に，合わせて６８匹の豚と２６羽の鶏を所有していた。特に，調査番号１
は５０匹の豚を所有する養豚農家でもあった。さらに，この３戸は全て高粱の
作付面積が最多で，これに棉花がつぎ，上位２戸は白菜の作付面積が棉花の
それについでいた。一方，経営面積２０.１〜５０畝層１５戸のうち，小作農と小自
作農は１戸もなく，８戸（５３.３％）が自作農で，自小作農が７戸だったことか
ら，小作地率は７％にとどまった。また，１戸当たりの家族の人数（１５.６人）
と家族内の大人の人数（１０.２人）は非常に多かった。さらに，１１戸（７３.３％）が
合わせて５０羽の鶏，４頭の牛，７頭の騾馬を所有し，特に，調査番号１５は５０
匹の豚を所有する養豚農家だった。なお，作付面積が不明な調査番号７０を除
く１４戸では，高粱の作付面積が最多で，棉花のそれを超え，穀物の作付面積
では玉蜀黍が高粱に次いで多く，一方，白菜の作付面積が棉花のそれを上回
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表１−２．豊潤県東鴻鴨泊における経営面積２０.１畝以上層１８戸の状況
家畜数作付面積雇傭
長工
家族人数
（大人数）
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 鶏豚騾馬牛馬棉花白菜麦類粟玉蜀黍高粱
１０１０１２３１７８２８６１７（１１）地主・自作８０（３２０）７５
１０８１１１８１２５６８２５４１５（１１）自作７５（　７５）５２
６５０１１０５６３９２１１（　８）自作６０（　６０）１
４１１０４５５２１１２０（１２）自作４５（　４５）２
６１１０２７１２１（１４）自作４５（　４５）４０
５１８４４６１５２６（１５）自小作３７（　２５）７４
５５４６１７１３（　７）自作３２（　３２）３
４５０１６４８１４１６（１３）自作３２（　３２）１５
４９１５１１０（　７）自作３２（　３２）３６
４１６４３７１４１１７（１２）自小作３０（　２５）１４
２１２１５２０（１３）自作２９（　２９）５６
１３３５１６１３（１０）自小作２７（　２５）７７
５３７１１１７（１０）自小作２６（　２２）１６
３１４２５１３　９（　６）自作２５（　２５）４７
５１５３５１０１３（　９）自小作２４（　２０）７１
３１４３６１１１２（　９）自作２４（　２４）７８
７１稲５１４１１６（１０）自小作２３（　２０）４１
１１１（　７）自小作２３（　２１）７０
典拠）表１−１に同じ。ただし，調査番号７０には農産物の作付面積の記載がない。
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る農家は１戸もいないが，戸数では白菜栽培農家が棉作農家より多かった。
　表１−３を見てみると，経営面積１５.１〜２０畝層７戸のうち，自小作農と小
作農は１戸もなく，自作農が４戸（５７.１％）で，小自作農が３戸だったが，小
作率は２３.６％とやや高かった。また，１戸当たりの家族の人数（１２人）と家族
内の大人の人数（８.５人）は本村の平均（１１.１人と７.６人）より多かった。さらに，
騾馬を１頭ずつ所有する２戸を含む５戸（７１.４％）が合わせて１０匹の豚と２１羽
の鶏を所有していた。なお，全農家が白菜（１３畝）と棉花（２５畝）を栽培してい
るが，５戸の高粱栽培面積は計５４畝で，棉花の２倍以上だった。一方，経営
面積１０.１〜１５畝層１３戸のうち，自小作農が１戸もなく，自作農と小自作農が
それぞれ５戸（３８.４％，計７６.９％）おり，小作農は１戸にすぎないが，小作地
率は４３.１％に達していた。また，１戸当たりの家族の人数（８.２人）と大人の人
表１−３．豊潤県東鴻鴨泊における経営面積１０.１〜２０畝層２０戸の状況
家畜数作付面積家族人数
（大人数）
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 鶏豚騾馬棉花白菜麦類玉蜀黍高粱
７１１２１９（１２）自作２０（２０）５５
２７４３５６　６（　４）自作２０（２０）７３
５１３３１１１５（　９）自作１９（１９）４３
３２４９　８（　４）小自作１８（　８）８１
４３１３２９１７（１４）自作１８（１８）８３
４２２１２　６（　６）小自作１６（　６）６２
６３３１０１３（１１）小自作１６（　６）６７
６４８　７（　３）自作１５（１５）３８
１２５６　７（　２）小自作１４（　４）６３
２２４６　７（　６）小自作１４（　２）７２
３１６　４（　４）小自作１２（　４）３２
３５７１２（　８）自作１２（１２）３４
３６１０（　７）自小作１２（　６）３７
３１５（１１）自作１２（１２）６８
２２２８１８（１４）自作１２（１２）７６
２１０　７（　３）小作１２（　０）７９
２２８　７（　５）小自作１２（　２）８５
３３３４　６（　６）自作１１（１１）５３
４２１３５　２（　２）自小作１１（　９）５４
２１８　５（　３）小自作１１（　２）６９
典拠）表１−１に同じ。ただし，調査番号６８には農産物の作付面積の記載がない。
　　　また，調査番号５４の白菜の作付面積は３畝の誤りであろう。
－５０－
数（５.６人）は本村の平均（１１.１人と７.６人）より少なかった。さらに，７戸
（５３.８％）が計２４羽（１戸当たり３羽余り）の鶏を所有していたが，１戸が１頭
の驢馬を所有するだけで，騾馬や豚を所有する農家は１戸もいない。なお，
作付状況が不明な調査番号６８を除く１２戸のうち，高粱の作付面積が最多の農
家は１１戸で，これに栽培戸数でつぐのが白菜で，玉蜀黍と棉花を栽培戸数と
作付面積で上回っていた。
　表１−４を見てみると，経営面積５.１〜１０畝層２２戸のうち，自作農が８戸
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表１−４．豊潤県東鴻鴨泊における経営面積１０畝以下層２７戸の状況
家畜数作付面積家族人数
（大人数）
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 鶏牛棉花白菜麦類粟玉蜀黍高粱
２１７　４（　３）小作１０（　０）６６
２３７　２（　２）自作１０（１０）８０
２４　５（　３）自作　９（　９）６
２１３稲２　５（　３）自作　９（　９）５０
５２１５１０（　６）自作　８（　８）２４
４２４１０（　８）小作　８（　０）３０
２２４　６（　３）自小作　８（　４）４６
５３１０（　９）自小作　８（　５）５７
１２５　５（　２）自作　８（　８）６１
２１１６　７（　４）小作　８（　０）６５
２６１４（１３）小自作　８（　１）８２
２５２３（１７）小作　７（　０）２７
２５１８（１５）小作　７（　０）３５
１１.５１１.５１０（　６）自小作　７（　４）４９
２１２１８（１３）自小作　７（　５）５１
４１３２１２（　７）自小作　７（　６）５９
５　７（　６）小作　７（　０）８９
３１１４　５（　５）自作　６（　６）１２
４１４（１０）自作　６（　６）３９
２２２１２（１１）自小作　６（　４）４２
２１　５（　３）自作　６（　６）６０
２４　８（　７）小作　６（　０）８４
５２２１（１２）自作　５（　５）３３
２３　５（　３）小作　５（　０）８７
３４１５（１４）小作　４（　０）５８
２２　８（　６）小作　４（　０）８６
１９（１２）自作　３（　３）６４
典拠）表１−１に同じ。ただし，調査番号６４には農産物の作付面積の記載がない。
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（３６.３％），小作農が７戸（３１.８％），自小作農が６戸，小自作農が１戸で，小作
地率は４５.１％に達していた。また，１戸当たりの家族の人数（９.５人）と大人の
人数（７人）は本村の平均（１１.１人と７.６人）より少なかった。さらに，１戸が１
頭の牛を所有し，６戸が計１８羽（１戸平均３羽）の鶏を所有するだけだった。
なお，高粱栽培農家が１９戸，棉作農家が１３戸，白菜栽培農家が１０戸で，高粱
の作付面積が最多の農家は１６戸（７２.２％）おり，これにつぐ棉花の作付面積が
最多の農家は５戸だった。一方，経営面積５畝以下層は５戸（農家戸数の約
７.６％）にすぎず，零細農化がそれほど進行していないが，前述の如く，１人
当たりの経営面積から見ると，実質的に零細農化がかなり進行したと言える。
しかも，このうち自作農が２戸だったが，小作農が３戸（６０％）おり，小作地
率は６１.９％に達していた。また，１戸当たりの家族の人数（１３.６人）と大人の
人数（９.４人）は本村の平均（１１.１人と７.６人）よりかなり多かった。さらに，２
戸が計８羽の鶏を所有するだけだった。なお，作付状況が不明な調査番号６４
を除く４戸のうち，高粱栽培農家が３戸，玉蜀黍栽培農家が２戸，麦類栽培
農家が１戸で，粟・白菜・棉花の栽培農家は１戸もいなかった。
桓　小結
東鴻鴨泊では，自作農の割合は，５０.１畝以上層が１００％（地主を兼ねる１戸を
除くと６６.６％），２０.１〜５０畝層が５３.３％，１５.１〜２０畝層が５７.１％，１０.１〜１５畝層
が３８.４％，５.１〜１０畝層が３６.３％，５畝以下層が４０％で，一方，小作農の割合
は，１５.１畝以上層が０％，１０.１〜１５畝層が３８.４％，５.１〜１０畝層が３１.８％，５畝
以下層が６０％で，また，小作地率（平均１９.４％）は，５０.１畝以上層が０％，２０.１
〜５０畝層が７％，１５.１〜２０畝層が２３.６％，１０.１〜１５畝層が４３.１％，５.１〜１０畝層
が４５.１％，５畝以下層が６１.９％だったことから，経営面積が狭小化するのに
伴って自作農の割合が低下し，小作農の割合と小作地率が上昇し，零細小作
農化が進行していたと言える。
また，１戸当たりの家族の人数と家族内の大人の人数は，５０.１畝以上層が
１４.３人と１０人，２０.１〜５０畝層が１５.６人と１０.２人，１５.１〜２０畝層が１２人と８.５人，
１０.１〜１５畝層が８.２人と５.６人，５.１〜１０畝層が９.５人と７人，５畝以下層が１３.６
人と９.４人，非農家が１０人と６.６人で，２０.１畝以上層についで５畝以下層が多い
－５２－
ことから，経営面積と家族の人数及び家族内の大人の人数との間には必ずし
も明確な正の相関関係は見られない。なお，１戸当たりの大人の人数が７.６
人と多いことから，農家（特に５畝以下層）の中にも農業外就労者がいたと推
測され，実質的な脱農化は表１−１で見たよりも進行していたと考えられる。
そして，経営面積別における１人当たりの経営面積は，５０.１畝以上層が５畝，
３０.１〜５０畝層が２.１畝，２０.１〜３０畝層が１.８畝，１５.１〜２０畝層が１.５畝，１０.１〜１５畝
層が１.４畝，５.１〜１０畝層が０.７畝，５畝以下層が０.３畝で，経営面積別における
家族内の大人１人当たりの経営面積（カッコ内は雇用する長工の労働力を含
む）は，５０.１畝以上層が７.１畝（５.１畝），３０.１〜５０畝層が３.３畝（３.２畝），２０.１〜３０畝
層が２.６８畝（２.６２畝），１５.１〜２０畝層が２.１畝，１０.１〜１５畝層が２.１畝，５.１〜１０畝層
が１.０畝，５畝以下層が０.４畝だったことから，経営面積と家族１人当たり及び
大人（長工の労働力を含む）１人当たりの経営面積との間にはほぼ正の相関関
係が見られる。
さらに，経営面積別における家畜の所有数は，２０.１畝以上層では９割近く
の農家が馬・牛・騾馬のいずれかの大型家畜１頭を所有していたが，１０.１〜
２０畝層ではそれが１５％にすぎず，１０畝以下層では１頭の牛を所有する農家が
１戸だけで，豚や鶏と合わせて見てみると，経営面積と家畜の所有数との間
には正の相関関係が見られる。
一方，全ての階層において高粱の作付率が最も高くなっているが，自給用
の高粱・玉蜀黍・粟の作付率は，５０.１畝以上層が５５.８％，３０.１〜５０畝層が
６８.６％，２０.１〜３０畝層が５９.７％，１５.１〜２０畝層が５４.３％，１０.１〜１５畝層が６３.７％，
５.１〜１０畝層が５９.９％，５畝以下層が６１.９％で，一方，棉花の作付率は，５０.１畝
以上層が２４.２％，３０.１〜５０畝層が１３.０％，２０.１〜３０畝層が１１.６％，１０.１〜２０畝
層が１３.２ ％，５.１〜１０畝層が１６.５％，５以下層が０％で，１０.１〜５０畝層が５０.１
畝以上層や５.１〜１０畝層より低く，経営面積（平均１６.１％）と各農産物の作付率
との間には明確な相関関係は見られない。また，小作地率は，５０.１畝以上層
が０％，２０.１〜５０畝層が７.０％，１５.１〜２０畝層が２３.６％，１０.１〜１５畝層が４３.１％，
５.１〜１０畝層が４５.１％，５畝以下層が６１.９％であることからも，零細小作農化が
進行していたことを確認することができる。
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中華民国前期冀東地区豊潤県３ヶ村における農村経済　　（弁納）
－５３－
Ⅱ．米廠村
敢　概況
米廠村における農民層分解の動向については，かつて吉田浤一・石田浩・
上野章などが論じ１２），平時と戦時という環境の変化に着目した上野と経済外
的要因に求めていった石田の研究を除くと，農業経済の枠組みの中で議論さ
れていたが，筆者は，農業経済の動向を農村経済の枠組みの中で議論するべ
きだと考えている１３）。そもそも，上記の議論で利用された米廠村に関する調
査報告書のいくつかは，全戸を網羅したものではなく，いわゆるサンプル調
査だったことから１４），必ずしも農村全体像を精確に把握することはできない
ので，本稿では，米廠村の全戸を網羅した１９３７年に刊行された調査報告書（離
村した２戸と調査が未完了だった４戸の計６戸を除く，１１４戸に対する調査）
のみを利用することにした。
そして，米廠村では，全耕作面積の３０％余りに当たる「７３７畝は村外居住者
によって所有され」，また，１９３６年の作付率は，棉花が３０.８％，白菜が３.１％で，
「農家の食料としては，高粱４３.７％，包米１４.７％，その他９.４％栽培するのみで，
部落の食料を自給するに足らず，自然市鎮より多量の糧穀を購入し」，とりわ
け，「経営規模の零細な小作農が小作地に棉花を作ったため自家食料糧穀を市
鎮にもとめ」ていた。こうして，本村では，「棉花等の市場作物が栽培せられ
てゐるため農業経営の自然経済的姿態は漸次崩壊し，交換＝貨幣経済的諸関
係が相当の比重をも」ち，「農家主要糧穀の自給度の低下」がもたらされていた
とされている１５）。
柑　統計資料による分析
米廠村に関する調査報告書には，経営面積・所有面積・家族の人数・年工
（農業労働者）・農産物の作付面積・大型家畜の所有数などの他に，家族内労
働力数・農具の所有数・出稼・副業なども記載されているが，東鴻鴨泊と違っ
て，大型家畜の種類は特定されておらず，また，豚や鶏などの家畜や家禽に
は言及していない。
　表２−１を見てみると，１５戸（総戸数の１３.１％）の非農家のうち，８２.８畝の
－５４－
土地を所有する地主（調査番号１）が１戸おり，無職の４戸のうち，３戸まで
が乞食（家族内労働力数は各１人）だが，もう１戸は家族内労働力の２人が
「江西省鉄道｣への出稼で，また，１畝を所有する地主（調査番号２，村外で年
工）を含む雇農が７戸（非農家の４６.６％）いたが，農業外就労戸は４戸（３.５％，
このうち３戸が年工）にすぎず，東鴻鴨泊と比べて脱農化はあまり進行して
いない。なお，１戸当たりの家族の人数（４.４人）と家族内労働力数（１.３人）は
「左官・公務業（保衛団丁）」だった調査番号１１３（１１人と４人）よりかなり少ない。
　表２−２を見てみると，経営面積５０.１畝以上層１１戸のうち，自作農が５戸
（地主を兼ねる２戸を含む），自小作農も６戸（５４.５％）で，本村内最大の土地
所有戸（調査番号２２）は，２６畝の小作地を借入れて本村内最大の耕地（１８３畝）
を経営する自小作農だが，家族の人数と家族内労働力数が圧倒的に多いこと
から，分家（均分相続）していないと考えられ，しかも，家族内の２人が出稼
ぎに出ているが，所有する農具数の相対的な多さと６人の年工を雇用してい
ることから，富農経営だったと言える。そして，その他の年工を雇用する６
戸の農家（１戸平均２.８人の年工を雇用）も，自作農（地主を兼ねる農家を含む）
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表２−１．豊潤県米廠村における非農家１５戸の状況
備考家族数
（労働力数）
職業所有地
調査
番号
　６（２）地主８２.８１
出稼ぎ･年工が１人　１（１）地主・雇農　１.０２
出稼ぎ１人　４（１）雇農（年工）１０２
　４（２）雇農（年工）１０３
　４（１）雇農１０４
　６（１）雇農１０５
　２（１）雇農１０６
出稼ぎ２人（｢江西省鉄道ニ勤務｣）　７（２）無職１０７
　３（１）無職（乞食）１０８
　１（１）無職（乞食）１０９
　２（１）無職（乞食）１１０
　６（１）行商１１１
　６（１）行商１１２
保衛団丁１１（４）左官・公務業１１３
唐山公安局員､傳家腰荘小学校長　４（０）公務業１１４
典拠）『第二次冀東農村実態調査報告書』［第１］統計篇：第３班豊潤県（１９３７
年）統計表より作成。
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や自小作農だが，富農経営を行っていたと考えられる。また，１戸当たりの
家族の人数（１２人）と家族内労働力数（６.０人，年工を含めると８.１人）はかなり
多い。さらに，高粱の作付面積が最多の農家が８戸（７２.７％）だが，棉花の作
付面積が最多の農家が３戸（２７.２％）にすぎず，棉作農家１１戸の棉花の平均作
付率は３２.８％で，本村の平均（３０.８％）を上回っている。なお，１戸当たりが所
有する農具（犂仗・石頭袞子・扇車子・碾子・磨・大車）数と大型家畜数は３.４
と１.７頭で，７つの農具を所有する調査番号２２と１頭の大型家畜を２戸で共有
する調査番号１０を除くと，各農家間にそれほど大差はない。ところで，１１戸
のうち，３戸の農家が綿繰（綿繰器械を装備）を行い，また，２戸の計３人が
教師・職員を務めていた。
　表２−３を見てみると，経営面積２０.１〜５０畝層２９戸のうち，自作農が７戸
（２４.１％，地主を兼ねる２戸を含む）で，自小作農と小自作農がそれぞれ１０戸
（３４.４％）だったが，小作農は２戸にすぎず，一方，年工を雇用する農家は５
戸（１７.２％）にすぎず，１戸当たりが雇用する年工は１.４人で，５０.１畝以上層の
それより少なかった。また，１戸当たりの家族の人数（７.４人）と家族内の労
働力数（３.７人，年工を含めると３.９人）は５０.１畝以上層のそれより少ない。さ
らに，高粱の作付面積が最多の農家が２０戸（６８.９％）で，戸数の割合では５０.１
表２−２．豊潤県米廠村における経営面積５０.１畝以上層１１戸の状況
副業その他
大家
畜数
農具
数
作付面積年工
雇用
出
稼
家族数
（労働力数）
自作・
小作　
経営地
（所有地）
調査
番号 棉花玉蜀黍高粱
※１２.０７５０.５　２７.０　７０.２　６２３５（２２）自小作１８３.０　（１５７.０）２２
２.０４６１.８　１４.０　４０.８　２　８（　３）自作１２０.２　（１２０.２）８
２.０２３０.０　１２.０　４１.０　４　９（　３）自作１０９.０　（１０９.０）９
繰綿，※２１.５３３４.０８１５.８　４０.７９３１１２（　３）地主兼１０３.８５（１０８.３５）７
２.０３１５.５６　６.２３４７.４６１５（　８）自小作　７３.８２（　５７.８２）２４
繰綿２.０４３３.５　１１.５　１５.３　２　９（　４）自小作　７２.３　（　６４.８）２３
繰綿２.０４３０.５　３.０２５.５２５　５（　３）自小作　６５.６５（　５４.１５）２５
０.５２１１.４９　８.２５２９.１７　８（　４）自作　５６.７６（　５６.７６）１０
２.０３１４.０　６.０３４.３　１　８（　５）自小作　５６.０　（　５１.０）１１
２.０３１９.３　　８.５８２３.６　１４（　７）地主兼　５４.５　（　６０.０）４
１.５３１０.１　　２.６７３３.８７　９（　５）自小作　５１.２　（　４４.２）２６
典拠）表２−１に同じ。なお，※１は葛各荘小学校長と奉山鉄路警官練習所員，また，※２
は哈爾浜小学校教師を表している。
－５６－
畝以上層を下回っており，棉花の作付面積が最多の農家が７戸（２４.１％）で，
やはり，戸数の割合では５０.１畝以上層を下回っており，棉花の平均作付率は
２９.７％で，５０.１畝以上層及び本村の平均を下回っている。なお，農具を所有す
る農家は２２戸（７５.８％），大型家畜を所有ないし共有する農家は１５戸（５１.７％）
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表２−３．豊潤県米廠村における経営面積２０.１〜５０畝層２９戸の状況
副業その他
大家
畜数
農具
数
作付面積年工
雇用
出
稼
家族数
（労働力数）
自作・
小作
経営地
（所有地）
調査
番号 棉花玉蜀黍高粱
２.０　４２４.８　１７.７　１　８（６）自作４２.５　（４２.５）１２
０.５　４１０.５　　７.２１１４.５４　４（４）自作４１.３　（４１.３）１３
１.０　２１１.０　１２.２　１０.０　１３１１（６）自小作４０.０　（３０.０）２７
※１３１７.０　９.４９.５２２（９）自小作３８.５　（１９.５）３４
１１１.５　　７.２９１７.２８１　７（５）自小作３７.１　（２５.１）２９
１.５　３８.０５.６２０.０　２　９（２）地主兼３７.０　（６１.５）３
１.０　２３.０２.５２７.０　　９（７）小自作３３.５　（１２.５）４２
※２１.５　１５.０９.２１８.６　１４（４）自小作３３.０　（１７.０）２８
蘆請負売却１１０.０　　４.３３　５.３３　８（４）地主兼３２.０　（４７.０）５
２６.５５.０１７.６　　４（２）小自作３２.０　（　７.０）３９
０.５　　７.７６　１.４５１６.１８　６（２）自小作２８.７６（２３.７６）３０
麻稈請負売却２.０　３　３.９２２２.０７　７（３）自小作２８.５　（１９.０）３５
左官２１２.０　３２.５　９.９　９（４）自小作２７.８８（１７.８８）３６
１.０　４１.５１.０２４.２　　９（６）小自作２７.１　（１２.１）４５
１.５　２１０.５　７.０４.８　６（２）自作２６.５　（２６.５）１４
９.０５.０１２.３　　７（５）小自作２６.３　（１０.０）４７
１.５　２９.０４.８９.０　５（２）自小作２６.１　（２２.６）３１
０.５　３　８.０９　３.３１１１.２　　６（４）自作２５.７９（２５.７９）１５
豆腐製造０.７５２１０.０　　１.６６１３.５　　９（４）小自作２５.５　（　６.０）５５
１.０　３１６.５　４.３４.０２　４（１）小自作２４.８　（　４.５）５９
１５.３　３.０４.４　５（２）自小作２３.７　（１４.７）３３
木工４.０１.５１７.５　２　２（１）自小作２３.２　（２１.２）３２
左官１.５　２５.０４.０１０.５　　３（２）小自作２２.５　（　５.０）５６
４.５６.０１２.０　　４（１）小自作２２.５　（　４.５）６０
※３４.０　２.８５１５.０　　９（２）小作２２.５　（　０）７２
公務業４２.９１１.４３　７.４３１１（８）小自作２２.０　（　８.０）５０
１５.０２.０１０.０　　５（３）自作２１.０　（２１.０）１６
１７.０１４.０　　７（５）小作２１.０　（　０）７３
５.０３.０１１.３　　５（２）小自作２０.８　（　４.８）４０
典拠）表２−２に同じ。ただし，※１は奉天兵工廠と鉄道総局に各１人が勤務し，２人が弁
護士（１人は唐山に居住）で，また，※２は天津焼鍋店に出稼ぎに出ており，さらに，
※３は保衛団丁と「８月迄宣荘公安局勤務，其後帰村シ看青ニ従事」していた。
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にとどまるが，１戸当たりの農具と大型家畜の所有数は，３０.１〜５０畝層では
２.３と０.７頭で，２０.１〜３０畝層では１.５と０.５頭で，また，農具や大型家畜を所有
しない農家が，３０.１〜５０畝層では０戸と４戸（４０％）だったが，２０.１〜３０畝層
では７戸（３６.８％）と１０戸（５２.６％）もいることから，各農家間の較差はやや大
表２−４．豊潤県米廠村における経営面積１０.１〜２０畝層３０戸の状況
副業その他
大家
畜数
農具
数
作付面積年工
雇用
年工
被傭
出
稼
家族数
（労働力数）
自作・
小作
経営地
（所有地）
調査
番号 棉花玉蜀黍高粱
１.０　２１０.０　３.０　７.０　９（６）自小作２０.０（１５.０）３７
１人は年工２４.５４.０　７.０１１１０（６）自小作２０.０（１０.０）４６
６.０１.９４　９.９４　３（２）地主兼１９.０（２４.０）６
３１０.０　４.４　３.７　４（２）小自作１８.７（　２.０）６４
１２.０１.０　１５.５　１　７（５）小自作１８.５（　８.０）４９
１５.０１.５　９.６　７（１）小作１８.５（　０）７４
繰綿３.０　３２.４７.１　　７.８６２　８（４）自作１８.１（１８.１）１７
２.０　１３.０３.０　１１.０　１　８（５）小作１８.０（　０）７５
 脚･野乾草売却５.０５.５　２.０１　７（４）小自作１７.４８（７.４８）５１
１.０　２２.０１４.０　　９（４）自小作１７.０（１４.０）３３
１５.０２.０　８.５１０（３）小作１６.８（　０）７６
４.０２.６　１０.０　　４（１）自小作１６.６（１２.６）４１
０.７５２２.０１.７　１０.５　１　４（２）自小作１６.５（１２.５）４４
５.５４.０　７.０　４（１）小作１６.５（　０）７７
６.２０.７５７.５　４（２）自小作１５.５（１２.５）４３
１０.０　３.７４０.７　２（２）小自作１５.３２（５.０）５７
蘆請負売却１.０　２６.００.８　５.６　３（２）自小作１５.２（１０.０）４８
土建２　６.８６３.９２４.０　４（３）小作１５.０（　０）７８
４.５０.５　１０.０　　４（３）小作１５.０（　０）７９
※１１.０　２５.０６.０　２.０　９（４）小作１４.５（　０）８０
左官，雑貨商２.０　３５.０　６.８５１４（５）小自作１３.６（　１.６）６５
２６.０７.１　　７.８６　７（６）自作１３.０（１３.０）１３
行商４.０９.０　５（３）小作１３.０（　０）８１
左官，蘆請負売却２　２.２３２.５８　５.３９　７（３）自小作１２.６８（７.１）５２
野乾草売却３.０３.６　４.０　８（４）自小作１１.０（　７.０）５３
行商，料理人１３.５７.５　８（５）小自作１１.０（　５.０）５８
荘頭兼場房看視人１３.０８.０　４（３）小作１１.０（　０）８２
雑貨商１.５　１６.０４.６７　４（１）自小作１０.６７（６.６７）５４
２.５１.５　６.５　９（５）小作１０.５（　０）８３
棉花仲買，土建７.０２.５　０.８１　５（４）小自作１０.３（　４.３）６１
典拠）表２−２に同じ。なお， 脚とは土糞原料の蘆の落ち葉で，荘頭（不在地主の代理人）
が設けたのが場房である。また，※１は唐山・河頭で棉行の手伝い。
－５８－
きいと言える。ところで，調査番号３４（経営面積３８.５畝）は，家族内労働力９
人のうち，４人が農業外就労者であり，また，それ以外の９戸は各１人が農
業外就労者だった。
　表２−４を見てみると，経営面積１０.１〜２０畝層３０戸のうち，自作農が３戸
（１０％，地主を兼ねる１戸を含む）で，小自作農が７戸，自小作農と小作農が
それぞれ１０戸（３３.３％）おり，しかも，年工を雇用する農家が１戸で，年工は
６戸（１６.６％）いた。また，１戸当たりの家族の人数（６.３人）と家族内労働力数
（３.３人，年工を含めると３.４人）は２０.１〜５０畝層よりやや少ない。さらに，高粱
の作付面積が最多の農家が２１戸（７０％）で，戸数の割合では５０.１畝以上層より
は若干下回るが，逆に，２０.１〜５０畝層よりは若干上回っており，一方，棉花
の作付面積が最多の農家が６戸（２０％）で，２０.１畝以上層を下回っており，棉花
の平均作付率は３２.０％で，５０.１畝以上層を若干下回っているが，逆に，本村
の平均を上回っていた。なお，農具を所有する農家は１９戸（６３.３％）で，大型
家畜を所有する農家は９戸（３０％）にすぎず，１戸当たりの農具と大型家畜の
所有数は１.１と０.４頭だった。ところで，３０戸のうち，１戸の１人が年工とし
て働き，１３戸に農業外就労者がいた。
　表２−５を見てみると，経営面積５.１〜１０畝層１５戸のうち，自作農が１戸の
みで，小自作農と年工を雇用する農家は１戸もいないが，小自作農が５戸
（３３.３％），小作農が９戸（６０％）おり，しかも，３戸（２０％）が年工で，戸数の
割合では１０.１〜２０畝層（１６.６％）を上回っている。また，１戸当たりの家族の
人数（５.４人）と家族内労働力数（２.４人）は１０.１〜２０畝層よりやや少ない。さらに，
高粱の作付面積が最多の農家が８戸（５３.３％）で，これに棉花と同じく最多
だった農家を加えると１１戸（７３.３％）となり，一方，棉花の作付面積が最多の
農家が２戸（１３.３％）で，これに高粱と同じく最多だった農家を加えると５戸
（３３.３％）おり，棉作農家９戸（６０％）の棉花の平均作付率は２１.１％で，本村の平
均を大きく下回っている。なお，農具を所有する農家は４０％の６戸で，大型
家畜を所有する農家は１３.３％の２戸にすぎず，１戸当たりの農具と大型家畜の
所有数は０.４と０.２頭だが，大型家畜を所有する２戸の平均所有数は１.５頭で，１０.１
〜５０畝層を上回っていることから，相対的に集約的農業を行っていると言える。
なお，１５戸のうち，８戸に農業外就労者（年工を兼ねる１戸を含む）がいた。
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同じく表２−５を見てみると，経営面積５畝以下層１４戸のうち，自作農が
２戸，小自作農が３戸，小作農が９戸（６４.２％）おり，年工を雇用し，かつ大
型家畜を所有する農家は １戸もなく，２戸（１４.２％）が年工で，戸数の割合で
は５.１〜１０畝層の２０％と１０.１〜２０畝層の１６.６％を下回ることから，農業労働か
ら離脱し，実質的な脱農化が進行していたと言える。また，１戸当たりの家
族の人数（４.６人）と家族内労働力数（２.６人）は５.１〜１０畝層と比べて，家族の人
表２−５．豊潤県米廠村における経営面積１０畝以下層２９戸の状況
副業
大家
畜数
農具
数
作付面積年工
被傭
出
稼
家族数
（労働力数）
自作・
小作
経営地
（所有地）
調査
番号 棉花玉蜀黍高粱
野乾草売却，年工２.０２３.０１０.０１１８（３）小作１０.０（０）８４
１４.０３.０４（２）小作１０.０（０）８５
５.０５.０７（４）小作１０.０（０）８６
左官１１０.０６（３）小作１０.０（０）８７
０.２９.３７（２）小自作　９.５（１.５）６７
４.００.５４.０３（１）小作　９.５（０）８８
３.０３.０３.０９（１）小自作　９.０（３.０）６２
棉花仲買，土建１.０１３.００.９５.０６（３）小作　９.０（０）８９
年工２.０１.９８４.４４１１４（２）小自作　８.５（１.５）６６
８.４３４（１）小作　８.４３（０）９０
野乾草売却２.０５.０５（４）小自作　８.０（３.０）６３
５.００.９１.８１５（１）小作　８.０（０）９１
裁縫１３.０２.０３.０３（３）小作　８.０（０）９２
野乾草売却，※１１.８３.５２.０２６（２）自作　７.５（７.５）１９
運送業， 脚売却１３.０２.０１.０５（５）小自作　６.０（１.０）７０
５.０３（２）小作　５.０（０）９３
２.０３.０２（２）小作　５.０（０）９４
左官３.０１.５９（１）小自作　４.５（１.５）６８
行商３.０１.５９（５）小作　４.５（０）９６
雑貨商１.４０.０５２.９５６（３）小自作　４.５（１.４）６９
棉行の手伝い（宣荘）０.９５１.２１.２５（３）小作　４.０（０）９５
０.５１.０２.５２（２）小自作　４.０（１.０）７１
０.５０.５３.０４（２）小作　４.０（０）９７
日工（１８０日）１１.６１.０１.０１４（４）小作　４.０（０）９８
２.０１.５３（２）小作　３.５（０）９９
３.０１４（２）小作　３.０（０）１００
行商１２.０３（２）自作　２.０（２.０）２０
１.５４（１）小作　１.５（０）２１
行商１.０７（６）自作　１.０（１.０）１０１
典拠）表２−２に同じ。ただし，※１は２人が唐山炭鉱に出稼ぎ。
－６０－
数では下回っているが，労働力数ではやや上回っている。さらに，高粱の作
付面積が最多の農家が９戸（６４.２％）おり，棉花の作付面積が最多の農家が３
戸（２１.４％）おり，棉作農家８戸（５７.１％）の棉花の平均作付率は２３.６％で，５.１
畝以上層より低かった。なお，出稼ぎ者は１人もなく，大型家畜を所有する
農家も１戸もなく，農具を所有する農家は２戸（１４.２％）で，１戸当たり０.１に
すぎなかった。ところで，１４戸のうち，１戸の１人が「日工」として働いてい
るが，６戸に農業外就労者がいた。
桓　小結
米廠村における農家１００戸のうち，経営面積２０畝以下層は５７戸（５７％）だっ
たが，経営面積１０畝以下層は２９％で，零細農化の進行は相対的に緩慢だった。
だが，家族内に農業外就労者がいることから，脱農化は一定程度進行してい
たと言える。
また，経営面積別の小作農戸数割合と小作地率（平均３３.３％）を見てみると，
５０.１畝以上層が０％・６.６％，２０.１〜５０畝層が６.８％・３３.９％，１０.１〜２０畝層が
３３.３％・５７.３％，５.１〜１０畝層が６０％・８６.６％，５畝以下層が６４.２％・８６.３％と
なっており，経営面積の狭小化に伴って小作農家戸数の割合と小作地率が上
昇する傾向が見られ（小作地率では５.１〜１０畝層が５畝以下層を若干上回って
いる），零細小作農化が進行していたと言える。そして，経営面積別の１戸
当たりの家族の人数と家族内労働力数（カッコ内は雇用する年工の労働力を
含む数値）は，５０.１畝以上層が１２人と６.０人（８.１人），２０.１〜５０畝層が ７.４人と３.７
人（３.９人），１０.１〜２０畝層が６.３人と３.３人（３.４人），５.１〜１０畝層が５.４人と２.４人，
５畝以下層が４.６人と２.６人となっており，経営面積と家族の人数・家族内労働
力数との間にはほぼ正の相関関係が見られる。
さらに，高粱の作付面積が最多の農家の割合は，５０.１畝以上層が７２.７％，
２０.１〜５０畝層が６８.９％，１０.１〜２０畝層が７０％，５.１〜１０畝層が５３.３％（棉花とと
もに最多だった農家を加えると７３.３％），５畝以下層が６４.２％で，一方，棉花
の作付面積が最多の農家の割合は，５０.１畝以上層が２７.２％，２０.１〜５０畝層が
２４.１％，１０.１〜２０畝層が２０％，５.１〜１０畝層が１３.３％（高粱とともに最多だった
農家を加えると３３.３％），５畝以下層が２１.４％で，ともに作付面積が最多の農
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家の割合と経営面積との間には一定程度の正の相関関係が見られる。ただし，
棉花の作付率（平均は３０.８％）は，５０.１畝以上層が３２.８％，２０.１〜５０畝層が
２９.７％，１０.１〜２０畝層が３２.０％，５.１〜１０畝層が２１.１％，５畝以下層が２３.６％で，
１０.１畝以上層が１０畝以下層を上回っているが，５０.１畝以上層と１０.１〜２０畝層
が平均を上回っており，作付率と経営面積との間には必ずしも明確な正の相
関関係は見られない。
なお，経営面積別における農具と大型家畜の所有数は，５０.１畝以上層が３.４
と１.７頭，３０.１〜５０畝層が２.３と０.７頭，２０.１〜３０畝層が１.５と０.５頭，１０.１〜２０畝層
が１.１と０.４頭，５.１〜１０畝層が０.４と０.２頭，５畝以下層が０.１と０頭だったことか
ら，経営面積と農具・大型家畜の所有数との間には正の相関関係が見られる。
ところで，本村で雇用された年工３４人のうち，１７人が本村人だったことか
ら，残りの１７人は村外から流入したことになる。また，本村人で月工（月極
労働者）が働いた期間は計１０ヶ月だったが，本村人が月工を雇用した期間は
計９.５ヶ月だったことから，０.５ヶ月分の月工が村外へ流出したことになる。
さらに，本村人が雇用された日工（日雇い労働者）は計２,９５９日で，本村人が雇
用した日工は計８０７日だったことから，大部分の日工は村外へ流出したことに
なる１６）。すなわち，東鴻鴨泊と同様に，本村では実質的に脱農化が一定程度
進行し，農業労働力が不足していた。
Ⅲ．蕉家庄
敢　概況
蕉家庄は，１６６戸（総戸数の８４.６％）の農家のうち，１４２戸（８５.５％）が自作農
で，家族の平均人数が６.０人，家族内平均労働力人数が２.１人，農家１戸当た
りの経営面積が１５.０畝だったが，１人当たりの経営面積は３.３畝だった。ただし，
小作地率は９.２％にすぎなかった。一方，非農家３０戸（総戸数の１５.３％）のうち，
農業労働者（雇農）が１０戸，商業やその他の従業者が１８戸（９.１％）だった１７）。
また，本村の「主要栽培作物は高粱，玉蜀黍，粟，小豆，大豆，甘藷，大
根，白菜」で，「山地」に果樹が栽培されていたことから１８），商品作物として白
菜や果樹があったことがわかる。
－６２－
さらに，本村では，「他出労働をなす者」（出稼ぎ者）が３０〜４０人いたが１９），
「小作農は全戸数の僅かに２％」にすぎず，「耕作労力は殆ど自家労力にて耕
作従事者３６４人中長工労働者は僅かに８人」だった。そして，「日工労働者の
雇入れ例少」ないが，「農繁期に農家と農家が労力の交換をなす習慣」（「換
工」）があった２０）。
このように，蕉家庄では，自給食糧用穀物の生産を主とする自作農が多数を
占めており，小作農や雇農は少なく，脱農化の進行が緩慢だったと考えられる。
柑　統計資料による分析
蕉家庄に関する調査報告書には，各戸の家族内の労働力数は記載されてい
るが，家族の人数は不明であり，また，各農産物の収穫量は記載されている
が，その作付面積は不明である。
　表３−１を見てみると，３１戸（１５.８％）の非農家のうち，炭鉱労働者などの
労働者（「傭工」）が７戸いたが，商業従事者や都市部で働く者は１戸もなく，
また，「農家傭工」（雇農）が９戸おり，しかも，雇農以外の５戸が豚（計１２匹）・
鶏（計９羽）・驢馬（１頭）などを飼育していることから，脱農化の進行は初期
段階にあったと言える。また，家畜や家禽の糞は農家に肥料として販売してい
たとも考えられる。なお，家族内の平均労働力人数は１.４人とやや少なかった。
　表３−２を見てみると，経営面積５０.１畝以上層７戸のうち，０.５畝の小作地
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表３−１．豊潤県蕉家庄における非農家３１戸の状況
家族内労働力数調査番号（備考）職業等
１，１，２，２，１，１，１，３，１９，１８，５１，５７，８４，１５７，１６５，１８２，１８４農家傭工
１，２，２，２，１，１，２１２（林西鉱），１４（｢在外｣），５６（炭鉱），８１（｢出外｣），
１０９（｢出外｣，豚１，鶏３），１１０（本村，豚２，鶏１），
１１９（｢依子在煤鉱｣）
傭　　工
１，１３３，７５｢出外謀生｣
１，３，１，２，２，１，１，２１１（｢随娘他往度日｣），１６（｢依頼尹子康兆祥度日｣，
驢馬１，豚５，鶏２），１９（｢小売買｣），８３（｢充当郷
団｣），１１７（｢依子種地生活｣，鶏１），１３３（｢農家乙｣），
１４８（｢充当校役｣），１９６（本村で看廟）
そ　の　他
２，１，１，１，１６６（豚４，鶏２），６７，１６１，１６２，１６７不　　明
典拠）『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告』第一部下，１５１〜１６０頁より作成。
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表３−２．豊潤県蕉家庄における経営面積２０.１畝以上層３６戸の状況
収穫量（石）家畜数労働力数
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 黍豆類粟玉蜀黍高粱鶏豚驢馬騾馬牛馬長工家族
１.１２.０２.０１２.０２０.５８１２１３５自作１１５（１１５）１３８
５.０５.０７.０２０.０１０１１２自作９５（９５）１
２.０８.０２０.０５３２２３自作７７.５（７７.５）１３７
１.２２.５３.５８.０２２１３自作６８（６８）３８
１.０３.０６.０１０.０３６１１１２自作５６（５６）４９
１.０４.０８.０１０.０３１３自作５５（５５）８６
２.０８.０８.０２０.０３２３自小作５４.５（５４）９０
０.６１.５４.５４.５２１４自小作４４（３８）３１
１.０１.０４.０９.０２１１自作４４（４４）１４３
０.８３.０４.０６.０３１２自小作４３.５（３１）９９
２.０４.０１０.０３７１２自作４１（４１）１８３
１.２２.０６.５８.０２１２２自作・地主４０.５（４５）９３
１.０１.０３.０５.０１１１２自作３５（３５）１８１
０.８２.０４.０１０.０１１２自作３３（３３）１５５
０.５０.５６.０８.０３１２自作３２（３２）１４９
０.５２.０２.５２.５１５１２自作３１（３１）３６
１.０１.０３.０４.０１３１２自作３１（３１）１３２
１.０２.０５.０６.０２１２小自作３０.５（１２.５）１１２
２.０１.０３.０４.０１０.０２１２自作２９.５（２９.５）１２９
１.０３.０６.０１１２自作２８（２８）１８０
１.０１.５４.０５.０２２１３自作２７（２７）１３５
０.６１.０２.４３.０２２１１自作２６（２６）２３
０.４１.０２.０２.０２１１２自作２６（２６）４５
０.８２.５３.１４.３１２１３自作２６（２６）１０６
１.０２.０８.０３２１２自作２６（２６）１４０
１.０１.０３.０４.０２１１１自作２４.５（２４.５）１７４
０.７１.５４.０４.０８１１自小作２３.５（１２.５）１１３
０.５１.０２.５３.０１３１２自作２３（２３）２２
２.０３.０６.０６.０２１自作２３（２３）８５
１.８３.５３.０５.０２１３自小作２３（１５）１００
０.６０.６２.０２.８１３１１自作２２（２２）２４
１.５２.５３.０２５１３自作２２（２２）２７
０.２１.０１.０４.０２１４自作２２（２２）１７８
１.６０.８４.０２.９３自作２１（２１）７
０.５０.５２.５５.６２１３小自作２１（８）１０８
０.７４.０５.０２１４自作２０.５（２０.５）１７２
典拠）表３−１に同じ。
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を借入れている自小作農の調査番号９０を除く６戸が自作農で，地主・小自作
農・小作農は１戸もなく，小作地率は０.０９％にすぎなかった。また，家族内
の平均労働力人数は２.７人と多く，４戸が計８人の長工を雇用し，特に本村
内で最大の経営・所有面積（１１５畝）を有する調査番号１３８は家族内に５人の労
働力を擁しながら，３人の長工を雇用し，本村内で最大規模の富農経営を
行っていた。さらに，全農家が１戸当たり４.８羽の鶏を所有し，しかも，馬（計
２頭）・牛（１頭）・騾馬（計６頭）・驢馬（計４頭）・豚（計１２匹）のいずれかを所
有していたことから，全ての農家が耕作・運搬用の馬・牛・騾馬・驢馬のい
ずれかを利用し，また，豚と鶏を含む畜糞を確保していた。なお，各農家の
主な農産物の収穫量は，全農家において高粱が最多で，穀物生産量全体の半
数以上を占め，これに玉蜀黍や粟がついでいた。
同じく表３−２を見てみると，経営面積２０.１〜５０畝層２９戸のうち，自作農
が２３戸（７９.３％，地主を兼ねる１戸を含む）おり，圧倒的に多いが，小作農が
１戸もなく，自小作農と小自作農がそれぞれ４戸と２戸だったことから，小
作地率は７.６％にすぎなかった。また，家族内の平均労働力数は２.１人だったが，
雇農を雇用する農家は１戸（長工が１人）にすぎなかった。さらに，牛や騾馬
を所有する農家は１戸もなく，馬か驢馬を所有する農家が４戸おり，豚・鶏
を所有する農家は１５戸（計４６匹）・２７戸（計５０羽）とやや多いことから，大部分
の農家が耕作・運搬用として馬や驢馬を利用し，一方，豚や鶏の糞を肥料と
して確保することを主目的としていたと考えられる。なお，各農家における
主な農産物の収穫量は，高粱が最多の農家は２８戸（９６.５％）おり，また，玉蜀
黍が最多の農家は６戸（高粱と同量の５戸を含む）にすぎなかった。
　表３−３を見てみると，経営面積１５.１〜２０畝層１９戸のうち，自作農が１１戸
（５７.８％）いたが，小作農は１戸にすぎず，自小作農と小自作農がそれぞれ５
戸と２戸で，小作地率は２０.１％とやや高かった。また，家族内の平均労働力
人数は２.４人とやや多く，長工を雇用する農家は１戸もいなかった。さらに，
調査番号１０１が家畜を全く所有せず，馬・牛・騾馬を所有する農家は１戸もい
ないが，驢馬・豚・鶏を所有する農家は１４戸（７３.６％）・９戸・１８戸（１戸当た
り１.８羽）だった。なお，各農家の主な農産物の収穫量は，高粱が最多の農家
が１５戸（７８.９％）おり，また，玉蜀黍が最多の農家が７戸（高粱と同量の２戸及
金沢大学経済論集　第３６巻第２号　　２０１６.３
中華民国前期冀東地区豊潤県３ヶ村における農村経済　　（弁納）
－６５－
び高粱・粟・豆類と同量の１戸を含む）いた。
　表３−４を見てみると，経営面積１０.１〜１５畝層３６戸のうち，自作農が２８戸
（７７.７％）いたが，小作農は１戸のみで，しかも，自小作農と小自作農がそれ
ぞれ４戸と３戸にすぎず，小作地率は１３.６％だった。また，家族内の平均労
働力人数は１.８人だった。さらに，馬・牛・騾馬を所有する農家は１戸もいな
いが，家畜を全く所有しない農家は３戸にすぎず，２４戸（６６.６％）が驢馬を１頭
ずつ所有し，また，１７戸が１戸当たり２.３匹の豚を所有し，さらに，３３戸が１
戸当たり１.６羽の鶏を所有していたことから，大部分の農家が耕作・運搬用の驢
馬を所有し，一方，鶏の飼育は肥料としての鶏糞を確保するためだったと言え
る。なお，各農家の主な農産物の収穫量は，収穫量の不明な１戸を除くと，高
粱が最多の農家が３２戸（９１.４％，玉蜀黍と同量の９戸及び粟と同量の１戸を含
む）おり，また，玉蜀黍が最多の農家が１２戸（高粱と同量の９戸及び粟と同量の
１戸を含む）いた。
表３−３．豊潤県蕉家庄における経営面積１５.１〜２０畝層１９戸の状況
収穫量（石）家畜数家族労
働力数
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 豆類粟玉蜀黍高粱鶏豚驢馬
０.５１.５３.０２２２自作２０（２０）４２
０.４１.０１.５０.８２１２小自作１９.５（１２）７６
０.９０.８１.０５.０２１４自作１９.５（１９.５）１７９
０.４１.５２.２５.２３１２自小作１９（１１）１０２
０.５１.５３.５４.０１１２自小作１９（１３）１１４
０.２３.０４.０２１自作１８.５（１８.５）１４２
０.５２.０１.５２.０２１３自作１８.５（１８.５）１７３
０.５１.０１.５２.０２２１４自小作１８（１４）５９
１.０１.０２.０３.０２１１２自作１８（１８）７３
０.２１.２１.２４.５２１１３自作１８（１８）１０５
０.５１.０３.０２.０２１３自小作１６.５（９）７８
０.４３.０３.０２４１２自作１７（１７）１３９
０.５１.５３.５５.０２１２自作１６.５（１６.５）１５１
０.４０.４１２１２自作１６（１６）２５
０.５０.５０.５０.５１２３小作１６（０）３７
０.３５０.８１.１１.０２２１自小作１６（８）８０
０.４０.９１.２１.０３小自作１６（６）１０１
２.０４.０１２１１自作１５.５（１５.５）１５６
１.０２.０３.０２１４自作１５.５（１５.５）１７０
典拠）表３−１に同じ。
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表３−４．豊潤県蕉家庄における経営面積１０.１〜１５畝層３６戸の状況
収穫量（石）家畜数家族労
働力数
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 豆類粟玉蜀黍高粱鶏豚驢馬
０.４２.１２.５１２１２自作１５（１５）２０
１.０２.５４.０２１１自作１５（１５）９１
０.３１.３１.８２.９２１１自作１５（１５）１２１
０.４０.７１.０２.０２１１自作１５（１５）１４１
１.０２.０４.０２１３自作１５（１５）１５９
０.３０.４２１４自作１５（１５）１８６
２.０４.０２１１３自作１４.５（１４.５）１６６
０.５１.０１.５１.５２１３自作１４（１４）２
０.３１.８２.０２.０１３１２自作１４（１４）３５
０.３０.５１.０１.０２３１２自作１４（１４）４６
１.０１.０２１１自小作１４（７）５２
０.５２.０２.０２１２自小作１４（７）８７
０.４１.５２.５３.０１２３自作１４（１４）８９
０.４０.８２.８３.５２１１自作１４（１４）９８
０.８０.２２.１１.５２７２小自作１３（３）２１
０.２０.５２.０２.０２１１１自作１３（１３）５８
０.４０.６１.５１.５２２１自作１３（１３）６５
０.８１.０１.５３.２１１３自小作１３（８）１０３
１.０１.０２.０２１２自作１３（１３）１７５
０.２１.０１.０１.２２２１小自作１２.５（５）５
１.０１.０２.０１１２自作１２.５（１２.５）１７６
０.５１.０１.０２５１自小作１２（７）６
０.３３.００.６２小自作１２（２）１７
１小作１２（０）５４
０.２１.０１.０２.０２自作１２（１２）７２
０.２１.０１.５１.５２４３自作１２（１２）１１８
０.２０.２０.５１.０１１２自作１２（１２）１２７
０.８１.０２.０２１１自作１２（１２）１９１
０.５０.５１.５２.０２１２自作１１.５（１１.５）１４５
０.４０.５１.５２.０１２２自作１１.５（１１.５）１４６
０.５１.５２.０１１３自作１１（１１）３
１.０２.０１.０２.０１２１１自作１１（１１）９４
２.０４.０２１１１自作１１（１１）１０４
０.５１.５２.０１１３自作１１（１１）１２２
３.０３.００.６１１１自作１０.５（１０.５）１５０
２.０３.０２１１３自作１０.５（１０.５）１６８
典拠）表３−１に同じ。
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　表３−５を見てみると，経営面積５.１〜１０畝層３４戸のうち，自作農が２９戸
（８５.２％）いたが，小作農は１戸にすぎず，自小作農と小自作農がそれぞれ２
表３−５．豊潤県蕉家庄における経営面積５.１〜１０畝層３６戸の状況
収穫量（石）家畜数家族労
働力数
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 豆類粟玉蜀黍高粱鶏豚驢馬
１.５１.５１.０１２１小自作１０（４）４７
０.３０.６１.８２.０２１１２自作１０（１０）６８
０.２０.２０.６０.３２２１１自作１０（１０）１３４
０.６５１.０２.０２７１自作９（９）４８
０.３１.０１.０２２１１自小作９（５）７０
０.２２.０２.００.８３３２自作９（９）９２
０.６０.９１.３１.２２２１２自作９（９）９６
１.０２.０１３１１小自作９（１）１３６
０.５０.５１.５２１２自作９（９）１９２
０.１０.４１.５２.０１３１自作８.５（８.５）１４７
０.１０.３１.２１.５１１１自作８.５（８.５）１５２
０.６１.０２２１自作８（８）４３
０.２１.０１.２０.８２２１２自作８（８）６０
０.２０.５０.８０.４２２１１自小作８（５）６２
１.０１.５２.５自作８（８）６９
０.４１.２１.０１.０２３４自作８（８）８８
０.６０.８１.３２１１自作８（８）１４４
１.０２.０１１１１自作７.５（７.５）１６３
０.５１.５０.８２５１１自作７（７）４１
０.５２.０１.５２２１自作７（７）１０７
０.１０.５１.５２１自作７（７）１７７
０.５１.０１.５１３２自作６.５（６.５）１１５
０.４０.４１自作６（６）２６
０.６１.２１１２自作６（６）２９
０.５１.０１.０１２１自作６（６）３０
０.１０.３０.６１.０２３３自作６（６）３４
０.５１.３１.２１自作６（６）３９
１１１小作６（０）６１
０.２０.３１.０１.０１３２自作６（６）６４
０.７０.６２１１自作５.５（５.５）１２３
０.２０.４０.５１４１自作５.５（５.５）１２４
０.３０.３０.７１３１自作５.５（５.５）１２５
０.２０.６０.４１１１自作５.５（５.５）１２６
０.１０.６１.００.８１１２自作５.５（５.５）１５３
典拠）表３−１に同じ。
－６８－
戸だったことから，小作地率は１１.４％にとどまった。また，家族内の平均労
働力人数は １.３人で，１０.１畝以上層を下回っていた。さらに，馬・牛・騾馬を
所有する農家は１戸もなく，１３戸（３８.２％）が驢馬を１頭ずつ所有するにすぎ
ないが，２７戸（７９.４％）が１戸当たり２.４匹の豚を所有し，また，３０戸（８８.２％）
が１戸当たり２.９羽の鶏を所有していたことから，大部分の農家が耕作・運搬
用の大型家畜を所有していないが，一方，大部分の農家が豚や鶏を飼育して
肥料として畜糞を確保していたことがわかる。なお，各農家の主な農産物の
収穫量は，高粱が最多の農家が１９戸（５５.８％，玉蜀黍と同量の４戸を含む）お
り，また，玉蜀黍が最多の農家が１７戸（５０％，高粱と同量の４戸及び粟と同量
の２戸を含む）いた。
　表３−６を見てみると，経営面積５畝以下層４０戸のうち，自作農が３９戸
（９７.５％）にも達し，小作農は１戸にすぎず，自小作農と小自作農は１戸もい
ないことから，小作地率も４.６％にすぎなかった。しかも，経営面積の規模か
ら見てみると，自給用食糧を確保するために穀物を生産していたと考えられ
る。また，家族内の平均労働力人数は１.６人で，５.１〜１０畝層を上回っていた。
さらに，５戸（１２.５％）が驢馬を１頭ずつ所有するにすぎず，豚と鶏を所有す
る農家も２０戸（５０％，１戸当たり２.１匹）と１２戸（３０％，１戸当たり１.５羽）にと
どまっていたことから，ほとんどの農家が耕作・運搬用の大型家畜を所有せ
ず，また，半数ほどの農家が肥料として畜糞を確保することができなかった
ことがわかる。なお，各農家の主な農産物の収穫量は，高粱が最多の農家が
２２戸（５５％，玉蜀黍と同量の３戸を含む）おり，また，玉蜀黍が最多の農家が
１８戸（４５％，高粱と同量の３戸を含む）いた。
桓　小結
蕉家庄では，地主が１戸もなく，脱農化がそれほど進行せず，自作農戸数
の割合は，５０.１畝以上層が８５.７％，２０.１〜５０畝層が７９.３％（７５.８％），１５.１〜２０
畝層が５７.８％，１０.１〜１５畝層が７７.７％，５.１〜１０畝層が８５.２％，５畝以下層が
９７.５％で，自作農戸数の割合が最も低い１５.１〜２０畝層よりも経営面積が縮小
するのに伴って自作農戸数の割合が上昇し，一方，小作地率（平均９.０％）は，
５０.１畝以上層が０.０９％，２０.１〜５０畝層が７.６％，１５.１〜２０畝層が２０.１％，１０.１〜
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表３−６．豊潤県蕉家庄における経営面積５畝以下層４０戸の状況
収穫量（石）家畜数家族労
働力数
階層等
経営面積
（所有面積）
調査
番号 豆類粟玉蜀黍高粱鶏豚驢馬
０.２１.１０.４２小作５（０）８
０.１０.１１.０１.５１２１自作５（５）７９
０.８１.０２.５３.５２１１１自作５（５）９５
０.５１.００.６１３２自作５（５）１２８
０.３１.０２１自作５（５）１８８
０.４１.０２１自作４.５（４.５）１８５
０.５０.２２１１２自作４.５（４.５）１９３
１.０１.０１３１３自作４（４）２８
０.２０.８０.４２自作４（４）３２
０.２０.７０.６１２１自作４（４）７４
０.２０.５０.５０.８３１２自作４（４）９７
０.２０.５０.６１.０１１２自作４（４）１１６
１.５０.４２１３自作４（４）１５４
０.３０.４０.５３１自作３（３）４
０.２０.２０.６０.３６４自作３（３）１０
０.６１自作３（３）１３１
０.３０.７２４自作３（３）１５８
０.５０.５１１自作３（３）１６０
０.６０.５１１１自作２.５（２.５）１１１
０.１０.４０.４１自作２.５（２.５）１８９
０.６０.３１自作２（２）１３
０.３０.４１自作２（２）１５
０.５０.３２３２自作２（２）５０
０.５０.６２１１自作２（２）５３
０.２０.３２自作２（２）５５
０.４０.５１自作２（２）６３
０.２０.７２２自作２（２）８２
０.３０.５２１自作２（２）１６９
０.３０.５４自作２（２）１８７
０.２１自作２（２）１９０
０.５１自作１.５（１.５）１６４
０.３１１自作１.５（１.５）１７１
０.６２自作１（１）４０
０.５３自作１（１）４４
０.５１自作１（１）７１
０.５１自作１（１）１２０
０.５１自作１（１）１３０
０.３５１自作１（１）１９４
０.３１自作１（１）１９５
０.０８２２自作０.５（０.５）７７
典拠）表３−１に同じ。
－７０－
１５畝層が１３.６％，５.１〜１０畝層が１１.４％，５畝以下層が４.６％で，小作地率が最
も高い１５.１〜２０畝層よりも経営面積が狭小化するのに伴って小作地率が下降
していることから，零細自作農化が進行したと言える。なお，経営面積２０.１
畝以上層と１０畝以下層が１０.１〜２０畝層よりも自作農戸数の割合は高かった。
しかも，経営面積２０.１畝以上層の大部分では，商品作物の栽培や手工業品の
生産などが見られないことから，農業経営が自給自足的に行われていたと考
えられる。
そして，家族内の労働力人数は，５０.１畝以上層が２.７人，２０.１〜５０畝層が２.１
人，１５.１〜２０畝層が２.４人，１０.１〜１５畝層が１.８人，５.１〜１０畝層が１.３人，５畝
以下層が１.６人，非農家が１.４人で，経営面積と家族内の労働力人数との間に
は必ずしも明確な正の相関関係が見られない。しかも，経営面積別における
家族内労働力１人当たりの経営面積（カッコ内は雇用する長工の労働力を含
む）は，１００.１畝以上層が２３畝（１４.３畝），５０.１〜１００畝層が２９畝（２１.３畝），３０.１〜
５０畝層が１７.６畝，２０.１〜３０畝層が１０.８畝（１０.５畝），１５.１〜２０畝層が７.２畝，１０.１
〜１５畝層が６.７畝，５.１〜１０畝層が５.３畝，５畝以下層が１.６畝となっており，
５０.１〜１００畝層が最も広く，これに１００.１畝以上層（長工を含む場合は３０.１〜５０
畝層）が次いでいた。
また，１戸当たりの大型家畜と豚・鶏の所有数は，５０.１畝以上層が１.８頭と
１.７匹・４.８羽，２０.１〜５０畝層が０.９頭と１.５匹・１.７羽，１５.１〜２０畝層が０.７頭と０.９
匹・１.７羽，１０.１〜１５畝層が０.６頭と１.１匹・１.３羽，５.１〜１０畝層が０.３頭と１.８匹・
１.３羽，５畝以下層が０.１頭と１.０匹・０.４羽となっており，１５畝以下層の豚の所
有数を除くと，家畜などの所有数と経営面積との間には正の相関関係が見ら
れる。
さらに，高粱の収穫量が最多の農家の割合は，５０.１畝以上層が１００％，２０.１〜
５０畝層が９６.５％，１５.１〜２０畝層が７８.９％，１０.１〜１５畝層が９１.４％，５.１〜１０畝層
が５５.８％，５畝以下層が５５％で，高粱の収穫量が最多の農家の割合と経営面
積との間には一定程度の正の相関関係が見られ，しかも，１０畝を境として較
差が大きい。
ところで，５０畝以上の土地を所有する大土地所有者層は，全て地主ではな
く，また，地主を兼ねることもなく，基本的には自作農であるが，長工の雇
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用や大型家畜の所有数などの状況から見ると，いわゆる富農経営を行ってい
たと考えられる。
　おわりに
以上に述べてきたことから，最後に，脱農化率，零細化の進行程度，小作
地率，村内外における農業労働力の移動，家畜の所有状況，作付状況などに
ついて東鴻鴨泊・米廠村・蕉家庄の３ヶ村を比較しておきたい。
まず，非農家の割合は２６.９％・１３.１％・１５.８％だが，農業外就労戸の割合が
１６.８％・４.３％・５.６％だったことから，脱農化の進行は米廠村と蕉家庄が東鴻
鴨泊よりかなり緩慢だったと言える。
また，家族内労働力１人当たりの経営面積は１.５畝・６.９畝・８.１畝で，実質的
な零細農化は東鴻鴨泊・米廠村・蕉家庄の順番に進行したと言える。そして，
小作地率は１９.４％・３３.３％・９.０％で，小作地率が最も高い米廠村では小作貸
出地が計１３９.３畝だったのに対して，小作借入地が計８０７.２３畝だったことから，
小作地の９４.２％を村外の地主が所有していたことになる。逆に，東鴻鴨泊で
は小作貸出地が計２４０畝だったのに対して，小作借入地が計２０９畝だったこと
から，村外に小作地（１２.９％）を所有していたことになる。そして，棉作地の
東鴻鴨泊と米廠村が零細小作農化が進行した農村だったのに対して，穀作地
の蕉家庄は零細自作農化が進行した農村だった。このように，河北省の農村
では，棉作地の零細小作農化と穀作地の零細自作農化が進行していたことは
すでに論じた２１）。
ところで，蕉家庄では出稼ぎとして労働力を村外へ流出させていたのに対
して，実質的な脱農化と零細農化が最も進行していた東鴻鴨泊では，村内に
おける農業労働力の不足を補うために，多数の月工（短工）を村外から受け入
れていた。一方，米廠村では，村内で雇用される年工（長工）の半分が村外か
ら流入していた。
さらに，大型家畜の所有数については蕉家庄が最も充実しており，３ヶ村
全てにおいて経営面積と家畜の所有数との間に正の相関関係が見られたが，
経営面積と家族の人数及び家族内労働力数との間に正の相関関係が見られた
－７２－
のは米廠村のみで，一方，経営面積と作付率ないし収穫量との間に正の相関
関係が見られたのは蕉家庄のみだった。
なお，棉花の作付率は，米廠村（３０.８％）が東鴻鴨泊（１６.１％）を大きく上
回っていた。
以上，蕉家庄では商品作物を栽培せず，零細農家は出稼ぎによって家計を
維持したのに対して，米廠村では棉花栽培が非常に盛んで，地主経営や富農
経営が見られたが，同じ棉作地の東鴻鴨泊では米廠村と比べると，棉花の作
付率は低く，大規模経営農家の戸数が少なく，その経営面積も少なかった。
また，米廠村の小作地の大部分が村外の地主によって所有されていたのに対
して，東鴻鴨泊の一部の地主が村外にも小作地を所有していたことから，小
作農として農業に従事しようとしていた米廠村と村外の土地を買い取って地
主となっていた東鴻鴨泊は経済構造としては表裏一体の関係にあると見なす
ことができる。
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懇話会『史滴』第３６号，２０１４年１２月）・同「中華民国前期河北省玉田県７ヶ村における
農村経済」（『金沢大学経済論集』第３５巻第２号，２０１５年３月）。
３）冀東地区農村実態調査班『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告書』冀東地区農村
実態調査報告第一部下（１９３６年）１３０頁。
４）同上書，１４８頁。
５）同掲書，１２９頁。
６）吉田浤一「二〇世紀中国の一棉作地帯における農民層分解について」（『東洋史研究』
第３３巻第４号，１９７５年３月）４頁。
７）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告書』第一部下，１３０頁・１３２〜１３７頁。
８）同上書，１３１頁。
９）同上。
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－７３－
１０）拙稿「日中戦争時期河北省石家荘地区農村における経済発展」（早稲田大学東洋史懇
話会『史滴』第３６号，２０１４年１２月）を参照されたい。
１１）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告書』第一部下，１３２頁。
１２）吉田浤一「二〇世紀中国の一棉作地帯における農民層分解について」（『東洋史研究』
第３３巻第４号，１９７５年３月）・同「米廠村研究・補遺」（『静岡大学教育学部研究報告
（人文・社会科学篇）』第３９号，１９８８年１０月），石田浩「１９３０年代華北棉作地帯における
農民層分解」（『アジア経済』第２１巻第１２期，１９８０年１２月），上野章「１９３０年代の中国の
棉花生産－棉花生産者についての二つの理解をめぐって－」（『社会経済史学』第５３巻
第１号，１９８７年４月）。拙稿「中華民国期農業に関する日本の研究動向－１９８０年代以
降の研究を中心として－」（『近きに在りて』第２４号，１９９３年）を参照されたい。なお，
同稿は，加筆・修正の上で，野沢豊編『日本の中華民国史研究』（汲古書院，１９９５年）
に所収された。
１３）拙稿「農村経済史」（久保亨編『中国経済史入門』東京大学出版会，２０１２年）を参照され
たい。
１４）例えば，米廠村に関する調査報告書としては，『昭和１２年度農家経済調査報告　豊潤
県宣荘鎮米廠村』北支調査資料第５輯（南満州鉄道株式会社北支事務局調査部，１９３９
年）・北支経済調査所編『昭和１３年度農家経済調査報告　豊潤県宣荘鎮米廠村』満鉄調
査研究資料第１２編・北支調査資料第１６輯（南満州鉄道株式会社調査部，１９３９年）・『昭
和１４年度農家経済調査報告　豊潤県宣荘鎮米廠村』（南満州鉄道株式会社調査部，
１９４０年）がある。ただし，このうち，『昭和１２年度農家経済調査報告　豊潤県宣荘鎮
米廠村』によれば，「調査農家は代表的中庸なるもの２０戸を選定せるも実際に於いて
は記帳能力其の他の関係から稍中庸以上の農家が選ばれた」（同書１頁，昭和１３年度
版・昭和１４年度版も同じ）とされており，全戸を網羅するものではなく，サンプル調
査だった上に，当該統計資料上の「数字は主として「満鉄：昭和１２年度，第２次冀東
農村実態調査報告書，統計編，第３班豊潤県」に拠る」（同書７３頁）とされていること
から，『第二次冀東農村実態調査報告書』［第１］統計篇：第３班 豊潤県のみを資料と
して利用することにした。なお，これらに先行して実施された第一次冀東農村実態
調査の報告書として刊行されたのが，冀東地区農村実態調査班『冀東地区内二十五箇
村農村実態調査報告書』冀東地区農村実態調査報告第一部上・下（１９３６年）・同第二部
である。
１５）南満州鉄道株式会社産業部資料室天津事務所調査課編『第二次冀東農村実態調査報
告書』［第１］統計篇：第３班 豊潤県（１９３７年）１〜５頁。
１６）前掲書『第二次冀東農村実態調査報告書』統計表，１〜２頁。
１７）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告書』第一部下，１４８〜１４９頁・１５１〜
１６０頁。
１８）前掲書『冀東地区内二十五箇村農村実態調査報告書』第一部下，１４８頁。
１９）同上書，１４９頁。
－７４－
２０）同上書，１５０頁。
２１）前掲拙稿「中華民国前期河北省玉田県７ヶ村における農村経済」。
補記）本稿は，科学研究費助成事業（基盤研究宮（一般）２０１１年度〜２０１５年度「近現代中国
における農村経済発展モデルの構築と零細農化に関する実証研究」研究代表者：弁
納才一，課題番号２３５３０４１１）による研究成果の一部である。
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